
第２回原子力委員会 

資 料 第 １ － ３ 号 
独立行政法人日本原子力研究開発機構 中期目標案 新旧対照表 

 

・変更部分は赤字で下線。  

中  期  目  標 （ 変 更 後 ） 中  期  目  標 （ 変 更 前 ） 

Ⅱ． 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

 

6．放射性廃棄物の埋設処分 

独立行政法人日本原子力研究開発機構法（平成 16 年法律第 155 号。以下「機

構法」という。）第 17 条第 1 項第 5 号に規定する業務を、同法第 19 条に規定す

る「埋設処分業務の実施に関する計画」に基づき、機構以外の発生者を含めた

関係者の協力を得て実施する。 

 

 

7．産学官との連携の強化と社会からの要請に対応するための活動 

 

 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ． 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

6．産学官との連携の強化と社会からの要請に対応するための活動 

 

 （略） 

 

※中期目標案については現時点のものであり、財務省との協議等によって変更の可能性がある。 


